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給料表 職員の例 職員数 平均年齢 

 

行政職給料表 

 

一般行政職員 

人

6,382

歳 

42.3 

研究職給料表 研究員 358 43.3 

医療職給料表(1) 医師、歯科医師 28 45.1 

医療職給料表(2) 薬剤師、栄養士 301 39.2 

医療職給料表(3) 保健師、看護師 108 43.1 

福祉職給料表 
児童指導員、心理判

定員 
104 38.3 

高等学校等 

教育職給料表 

高校、特別支援学校

の教員 
6,537 43.6 

中学校小学校 

教育職給料表 

中学校、小学校の教

員 
9,437 43.1 

公安職給料表 警察官 6,158 38.0 

任期付研究員給料表 任期のある研究員 ＊ ＊ 

計  29,414 41.9 

１－① 給与勧告の対象職員 

平成 29 年４月１日現在の給与勧告対象職員は 29,414 人（28 年：35,543 人）で、平均年齢は 41.9 歳（28 年：42.5 歳）

となっています。このうち、一般行政事務を行っている行政職給料表適用職員は、6,382 人（28 年：6,615 人）で全体の

21.7％（28 年：18.6％）を占めています。また、教育職給料表適用職員は 54.3％（28 年：61.6％）と全体の半数以上を

占めています。（なお、この人数は、再任用職員、育児休業中の職員、公益的法人等への派遣職員等を除いたものです。） 

知事部局：  5,315 人 

教育委員会：17,221 人 

警察本部：  6,878 人 

※ 平成 29 年４月１日から静岡市、浜松市内の小中学校に勤務する教職員を対象職員から除いているため、
職員数が減少している。 

※ ｢＊｣は、調査実人員が１人であることを示す。 



- 2 - 

勧告の取扱い決定 給与条例の改正 

 
 

 静岡県人事委員会では、公民給与の比較の基礎とするため、本県職員と民間の給与を調査しています。その結果に基づいて、公民の４

月分の給与（月例給）を精密に比較して得られた公民の給与較差を解消することを基本に勧告を行っています。 

また、特別給についても、民間の特別給（ボーナス）の過去１年間の支給実績を精確に把握し、その結果得られた年間支給割合につい

て国家公務員、他地方公共団体の状況も配慮したうえで職員の特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数について勧告を行っています。

１－② 給与勧告の手順 

民間給与の調査（実地） 

（企業規模 50 人以上かつ事業所規模 50 人以上） 

（県内 466 事業所）（母集団 1,754 事業所） 

静岡県職員の給与の調査 

（個人別給与） 

（約 29,000 人（新規採用者等を除く）全員を対象） 

給与改定や

雇用調整等

の状況 

過去 1 年間（前年 8 月か

ら当年７月まで）のボー

ナスの支給状況 

公民の特別給の年間支給

月数の比較 

４月分給与 

対象 約 19,000 人 

＊給与改定の有無に関わらず調査 

４月分給与 
（行政職）

民間と公務（行政職）の給与を比較（公民比較） 

仕事の種類、役職段階、学歴、年齢等を同じくするもの同士の給与を比較

（ラスパイレス方式） 

情勢適応の原則（民間準拠） 

給料表・手当の改定内容を決定 
各任命権者、職員団体等

の要望・意見を聴取 

人事院勧告（国家公務員）

の内容を検討 

県知事県議会 条例案提出 

事業所別調査 従業員別調査

人事委員会給与勧告 
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           （役職段階）     （学歴）   （年齢階層）       （民間給与総額Ａ） （公務員給与総額Ｂ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２級（主任） 

３級（係長） 

４級（課長代理、

係長） 

９級、10 級 

（部長等） 

５級（課長、課長

代理） 

６級（部長等、課

長、課長代理） 

７級（部長等、課

長） 

民間給与×公務員数 公務員給与×公務員数 

民間給与×公務員数

民間給与×公務員数

民間給与×公務員数

公務員給与×公務員数 

公務員給与×公務員数

公務員給与×公務員数

各役職段階ごとに「１級（係員）」と同様、勤

務地域別、学歴別、年齢階層別に民間給与及

び公務員給与を算定 

１－③ 民間給与との比較方法（ラスパイレス比較）

 月例給の公民給与の比較（ラスパイレス比較）においては、個々の職員に民間の給与額を支給したとすれば、これに要する支給総額（Ａ)

が、現に支払っている支給総額（Ｂ）に比べてどの程度差があるかを算出しています。 

 具体的には、以下のとおり、役職段階、学歴、年齢階層別の公務員の平均給与と、これと条件を同じくする民間の平均給与のそれぞれ

に公務員数を乗じた総額を算出し、両者の水準を比較しています。 

民間給与総額 
÷公務員総数 
＝384,896 円（a)

公務員給与総額 
÷公務員総数 
＝384,035 円（b) 

本年の公民較差 
    861 円（0.22%） 

算定方法 (a)-(b) 

行政職 

(事務・技

術職員) 

１級（係員） 大 卒 
22・23 歳 

短大卒 

高 卒 

中 卒 

20・21 歳 

18・19 歳 

16・17 歳 

８級（部長等、部

次長） 

24・25 歳
26・27 歳
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                                           改 
 
                                           定 

                                                                                       
 

 
 
 
                                                                                       
 
 

１－④ 民間給与と職員給与との比較 

本年の民間給与との較差 861 円（0.22%）を解消するため、以下のとおり、給料及び扶養手当の改定を行いました。 

 

 

 

民間給与 

 384,896 円 

 

 

 
職員給与 

 384,035 円 

給 料   494 円 

(0.13％) 

比 較 

    較差 861 円 

(0.22%) 
扶養手当  316 円 

(0.08％) 

はね返り分  32 円 

(0.01％) 

(注）「はね返り分」とは、地域手当のよ

うに、給料等の一定割合で手当額が定

められているため、給料等の改定に伴

い手当額が増減する分をいう。 

引上げ改定 （842 円 0.22%） 
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    ①行政職給料表 

人事院勧告における国家公務員の俸給表の改定に準じて改定。初任給を 1,000 円引き上げ、若年層につい

ても同程度の改定。その他は、それぞれ 400 円の引上げを基本に改定（平均改定率 0.2％） 

    ②その他の給料表 

     行政職給料表との均衡を基本に改定 

 

 

 

    医療職給料表（１）の改定状況を勘案し、医師の処遇を確保する観点から引上げ 

 

 

子に係る手当の月額（職員に配偶者がない場合の子のうち１人についての手当の月額を除く。）を 7,500 円か

ら 8,000 円に引上げ 

 
 
 
 
 

２－① 本年の給与改定 

１ 給料表 

２ 初任給調整手当 

３ 扶養手当 
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１ 民間における支給月数の調査結果 

 
 
 
 
 
 

 ２ 職員支給月数の改定 

 

民間支給月数 職員支給月数 支給月数差 

４．４０月 ４．３０月 ０．１０月 

改定前 改定後 改定月数 

４．３０月 ４．４０月 ０．１０月 

２－② 特別給の調査結果 

 民間企業における昨年８月から本年７月までの１年間における賞与（ボーナス）の金額を調査し

たところ、民間企業の支給月数が職員の支給月数を上回っていたため、国や他の地方公共団体との

均衡も考慮した上で支給月数を０．１０月引き上げることとしました。 
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勧告前 勧告後 
年間給与額の差 

月額 年間給与 月額 年間給与 

円 

３８４，０３５ 

円

６，３３３，０００

円 

３８４，８７７ 

円

６，３８４，０００

円 

５１，０００ 

（  ０．８１％） 

（注） 比較給与における給料月額、扶養手当、地域手当、期末手当及び勤勉手当その他手当をベースと

している。 
 
 
 
 
 
 

２－③ 行政職平均給与（比較給与ベース） 
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（注）１ 平均年間給与欄については各年の比較給与に基づくものであるため連続性のあるものではない。 

２ 平成２４年及び平成２５年については公民較差に基づく給与改定の勧告なし 

 月例給 特別給（ボーナス） 行政職の職員の平均年間給与 

較差 年間支給月数 対前年比増減 増減額 率 

平成２１年 ▲１．１３％ ４．１５月 ▲０．３５月 ▲２２．２万円 ▲３．３％

平成２２年 ▲０．６０％ ３．９５月 ▲０．２０月 ▲１１．５万円 ▲１．８％

平成２３年 ▲０．１９％ ３．９５月 － ▲１．２万円 ▲０．１９％

平成２４年 ０．０２％ ３．９５月 － － －

平成２５年 ０．０１％ ３．９５月 － － －

平成２６年 ０．７２％ ４．１０月 ０．１５月 １２．６万円 ２．０４％

平成２７年 ０．３９％ ４．２０月 ０．１０月 ６．４万円 １．０２％

平成２８年 ０．８８％ ４．３０月 ０．１０月 ９．４万円 １．４９％

平成２９年 ０．２２％ ４．４０月 ０．１０月 ５．１万円 ０．８１％

２－④ 近年における給与勧告の実施状況 

  
職員の給与は、月例給又は特別給の減額による年間給与の減少又は据え置きが続いていましたが、平

成 26 年から本年まで４年連続の引上げ改定となりました。 
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２－⑤ 扶養手当の見直し 

 配偶者に係る手当額を他の扶養親族に係る手当額と同額まで減額。それにより生じる原資を用い

て子に係る手当額を引上げ（配偶者及び父母等：６，５００円、子：１１，０００円） 

 行政職給料表９･10 級相当の適用を受ける職員は、子以外の扶養親族に係る手当を不支給。行政

職給料表８級相当の適用を受ける職員には、３，５００円支給 

＜現行＞ 

配偶者    子       父母等 

＜平成２９年改定後＞ 

配偶者    子       父母等 

＜見直し後＞ 

配偶者    子       父母等 

13,000 円 7,500 円 6,500 円 13,000 円 8,000 円 6,500 円 11,000 円 6,500 円 6,500 円 

(△6,500 円) 
(+3,000 円) 

行政職 9･10 級相当 不支給、行政職 8級相当 3,500 円 

段階的に 
実 施 
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３－① 給与制度の総合的見直し 

○職員の給与水準が若年層においては民間

を下回り、50 歳台後半層においては民間

給与を上回っている状態 

○このような状況を踏まえ、世代間の給与

配分を適正化する観点から、給料表の水

準を平均２％引き下げる中で、５０歳台

後半層の職員が多く在職する高位の号給

の給料月額については、 大で４％程度

引下げ 

○一方、人材確保への影響等を考慮し、初

任給にかかる号給等については引下げを

行わない 

本県職員の給与における諸課題に対応するため、本委員会は、平成 26 年に給料表や諸手当の在り方

を含めた給与制度の総合的見直しを実施することとし、世代間の給与配分及び職務や勤務実績に応じた

給与配分の見直しの具体的な措置内容について勧告。 

給与制度の総合的見直しについては、平成 27 年４月から実施しており、人事委員会規則等の改正に

より段階的に措置し、平成 30 年４月１日に完成。 

概 要 

世代間の配分の見直し 

５ ０ 歳
年 齢 

給

料

月

額

50 歳台後半層に

ついては 大４％

程度の引下げ 

平均では２％

の引下げ 
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   平成２７年度から平成３０年度までに以下のとおり実施。 

    

 

県内一律： ３．４％  ⇒  ３．７％ 

医  師：１５．０％  ⇒ １６．０％ 

東  京：１８．０％   ⇒  ２０．０％ 

大  阪：１５．０％   ⇒  １６．０％ 

 

 

       基礎額：２３，０００円 ⇒ ３０，０００円 

       加算額：４５，０００円 ⇒ ７０，０００円 

 

 

配偶者以外の扶養親族（配偶者なし）：１１，０００円 ⇒１２，０００円 

配偶者以外の扶養親族（配偶者あり）：  ６，５００円 ⇒  ７，５００円 

             教育加算額※           ：  ５，０００円 ⇒ ６，０００円 

               ※満１６歳に達する年度の初めから満２２歳の年度末までの子１人につき加算 

 

３－② 諸手当の見直し 

民間における支給状況等を踏まえて次の手当の見直しを実施 

１ 地域手当 

２ 単身赴任手当 

３ 扶養手当 
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27年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

見直し後の

給料月額等

平
均

２
％

引

下

げ

経過

措置額

給

料

月

額

等

H27.3.31時点

の給料月額等

経過措置額の

受給終了

経過措置の期限

（H30．3．31）

（昇給等）

早期に経過措置の対象でなくなる場合

     27年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

見直し後の

給料月額等

平

均

２

％

引

下

げ

経過

措置額

給

料

月

額

等

H27.3.31時点の

給料月額等

（昇給等）
経過措置の期限

（H30．3．31）

３年間、経過措置の対象である場合

 
 

３－③ 給料表水準の引下げに伴う経過措置（激変緩和措置） 

給料表水準の引下げとなる職員に配慮し、円滑に見直しを行うため、新たな給料表の給料月額（給

料の特例措置を含む。以下「給料月額等」という。）が、切替え日の前日（平成 27 年３月 31 日）に

受けていた給料月額等に達しない職員に対しては、平成 27 年４月１日から平成 30 年３月 31 日まで

の３年間に限り、経過措置としてその差額を支給します。 
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項目・見直し内容 平成 27 年度（当初） 平成 27 年度（遡及改定） 平成 28 年度（遡及改定） 平成 29 年度（遡及改定） 平成 30 年度 

世代間の給与配分を考慮

した給料表の改定 

・給料表の改定 

・特例率（給料表の給料月

額に乗じる率）の改定 

 

・給料表水準の引下げ 

(平均２％) 

・50 歳台後半層の水準見直し

・給料表水準の引下げに伴う

経過措置(３年間) 

・昇格時号給対応表の見直し

・号給増設（公安職７級） 

・特例率 100 分の 100.87 

 

 

 

 

 

 

 

・特例率 100 分の 100.87 

 

 

 

 

 

 

 

・特例率 100 分の 101.89 

  

・経過措置終了 

・公民較差の状況

を考慮した特例

率の設定 

 

 

 

 

地域手当の見直し 

・級地区分,支給割合の見

直し 

・県内在勤者及び医師にか

かる特例の支給割合の見

直し 

・県内 3.4％ 

・医師   15％ 

・東京  18％ 

・大阪  15％ 

・県内  3.6％ 

・医師 15.5％ 

・東京 18.5％ 

・大阪 15.5％ 

・県内 3.7％ 

・医師  16％ 

・東京  20％ 

・大阪  16％ 

 

 

 
 

単身赴任手当の見直し 

・支給額（基礎額及び加算

額）の見直し 

・加算額にかかる交通距離

区分を２区分増設 

・基礎額    23,000 円 

・加算額限度  45,000 円 

・交通距離区分  11 区分 

・基礎額      26,000 円 

・加算額限度  58,000 円 

・交通距離区分  13 区分 

・基礎額     30,000 円 

・加算額限度  70,000 円 

・交通距離区分  13 区分 

 

 

扶養手当の見直し 

・子に係る支給額の見直し

 

・子 1人につき   6,500 円 

・配偶者なし   11,000 円 

・16～22 歳加算   5,000 円 

・子 1人につき  6,800 円 

・配偶者なし  11,300 円 

・16～22 歳加算 5,300 円

・子 1人につき  7,500 円

・配偶者なし  12,000 円

・16～22 歳加算 6,000 円

・子 1人につき  8,000 円

 

 

 

※ 平成 29 年度は公民較差の状況を考慮して、給料表の改定及び子に係る扶養手当の引上げ 

給料表の引上げ 

 経過措置（現給保障） 

制度完成 

必要により見直し 

制度完成 

給料表の引上げ 給料表の引上げ 

３－④ 給与制度の総合的見直しの実施スケジュール 


